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若者の自立と就職支援

厚生労働省が３月３日に発表した一般職業紹介状況によると、今年１月の有効求人倍率（受理地別・季節
調整値）は全都道府県で１倍以上。この状況は４カ月連続で、必要な人材が全国的に不足していることが
うかがえる。新規の求人倍率（季節調整値）も２倍を超える高水準で推移しており、将来の担い手となる
若年層がキャリアを積みながら職場で働き続けられるよう、人材の確保や定着、育成を図っていくことが
喫緊の課題になっている。特集では、当機構の労働政策フォーラムでの議論や教育委員会・ベンチャー企
業の取り組み事例などから、これからの時代に求められる若者へのキャリア支援の方向性を探る。

多様化する仕事と働き方に対応した
キャリア教育労働政策フォーラム

特 

集 ― これからの時代に必要なキャリア教育

　急速なサービス経済化や少子高齢化の進展等に伴い、仕
事や働き方が多様化し、若者に求められる人材像も大きく
変わりつつある。大学や高校では知識を与えるだけでなく、
ものの見方や働くことへの関心を高める必要がある。こう
したなか、教育現場では、雇用環境の変化や企業経営の動
向等に的確に対応したキャリア教育・就職支援が課題に
なっている。１月23日に栃木県宇都宮市で開催した労働
政策フォーラム（後援：宇都宮大学、栃木労働局、県の労
使団体、県・市の教育委員会）では、研究者や支援現場の
専門家が若年人材へのキャリア形成支援や人材育成のあり
方等について話し合った。
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　「キャリア教育」という言葉が言われ始めて久しい
ですが、「キャリア」とは、土の道を馬車が走ってい
くときに地面に残る「轍」であると聞いたことがあり
ます。轍がつながって何ができるかと言えば、道がで
きる。つまり、人生という長い道のりをどう歩んでい
けばよいのかということを考えるのがキャリア教育だ
と考えています。

日常は楽しくても将来に不安を抱く若者たち

　まず、日本の若者が自分たちの生活や社会に対して
どのように感じているのかということを見てみたいと
思います。図１は、東京大学社会科学研究所のパネル
調査から得られた一つの全体像です。いま、子どもや
若者の貧困が社会問題としてクローズアップされたり、
若者が厳しい状況に置かれているなどと言われていま
す。ただ図を見る限り、全般的な傾向として、今の若
い人たちは自分たちの生活に“そ
こそこ”満足していることが多い
ようです。もちろん個別には様々
な状況があり、全てに当てはまる
訳ではありません。ただ、日々の
生活は楽しんでいるけれど、将来
の生活や仕事のことを考えると、
夢や希望が持てないという思いが
年々強まっていく――。こうした
思いを抱いている若者が比較的多
くなっているのではないかと思わ
れます。

希望の対象が「仕事」から 
「家族」へ
　これまで、日本人にとっての夢
や希望とは、仕事にまつわるもの
が多かったように思います。仕事
で自己実現したい、仕事で高給を

もらいたい、或いは安定した仕事に就きたい等々――。
しかし、最近の傾向はやや変化して、家族にまつわる
希望を語る若者たちが増えてきているようです（図２）。
特に、リーマン・ショックや東日本大震災という大き
な出来事を経験するなかで、「仕事も大切だけど、やっ
ぱり家族あっての生活。家族と元気に毎日を暮らした
い」という方向に変わってきていることも事実でしょ
う。ワーク・ライフ・バランスという言葉がすっかり
定着しましたが、家族との生活を大切にしながら、仕
事や働き方を考えていく時代になってきています。

地方には仕事がないのか――正確な情報で
判断を
　図３は都道府県別の有効求人倍率を示したものです
が、何かを考える時には情報を正しく認識することが
大切だということを改めて指摘したいと思います。

　全国の有効求人倍率は、月末に
なると新聞等で報道されますが、
都道府県別のデータは通常、求人
や求職を受け付けた場所によって

変化のなかの若者のキャリア形成
東京大学社会科学研究所教授　玄田 有史

基調報告

資料出所：東京大学社会科学研究所
「働き方とライフスタイルの変化に関する調査」（2007～
2012年）。対象は2007年時点の20～39歳。

資料出所：東京大学社会科学研究所
「震災後の仕事と希望に関するアンケート調査」
（2014年）。対象は20～39歳。

図１　格差感・希望・将来見通し・生活
満足度の変化

図２　�最も重要な希望に関する�
構成比（％、20～ 39 歳）

（％）
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分けています。例えば、
全国の求人・求職を羽田
で管理している航空会社
があります。あたかも羽
田に仕事が集まっている
ように見えますが、実際
に働く場所は大分空港
だったり千歳空港だった
りするわけです。
　大人も若者も、地方に
は仕事がないから都会に
行こう、と何となく信じ
ています。しかし東京は
全国平均とさほど変わり
ませんし、大都市のある
北海道や大阪、福岡も有効求人倍率は意外と低い。な
ぜかと言えば、都会には仕事が多いけれど、求職者も
その分多いので、限られた仕事を取り合っているわけ
です。一方、栃木県は全国平均より少し低めですが、
北海道や大阪、福岡と比べて低いとは言えません。地
方には仕事がないと決めつけないで、正確な情報を
持った上で考えることが大切です。

キャリアの構築には人間関係が重要に

　先ほど、家族にまつわる希望を持つ若者が増えてい
ると話しましたが、友だちについてはどうでしょうか。
2014年に実施した希望学インターネットモニター調
査結果によると、「友だちが多い方だと思うか」とい
う質問に、アメリカは38％が「友だちが多い」と回
答していますが、日本は僅か８％でした。逆に、「友
だちが少ない」と回答したのは日本（55％）が一番
多くなっています（日本、韓国、中国、米国、英国、
ドイツ、オーストリアの国際比較）。
　若者が未来に向かってキャリアを紡いでいく時、人
間関係が非常に大切な役割を果たします。苦しい状況
でも誰かに支えられている、誰かと一緒に何かするこ
とができる――そのように感じられる人、つまり「友
だちや信頼できる仲間が多い」と思っている人の方が、
希望を持ちやすいという傾向が別の調査（東京大学社
会科学研究所・希望学プロジェクト「震災後の仕事と
希望に関するアンケート調査」2014年）結果からも
明らかになっています。

地域で活躍する若者をたずねて

　最近、地方に足を伸ばし、地域で活躍する若者から
話を聞く機会があります。かつての若者の成功物語は、
多くが地方から都会に出ることにありました。しかし
これからは、都会から地域に向かうなかで「ストー
リー」は生まれると考えています。都会で生活や仕事
を経験した後、20代後半から30代前半に地域で活動
することを決断した若者たちが、地域の担い手になり
つつあります。統計的にはまだ見えていないかもしれ
ませんが、確実にそうした人たちが増えていると感じ
ています。
　彼らが最も重視していることは、地域で活動するこ
とへの強い「手応え」です。自分のやったことが直接
誰かに届いて「ありがとう」と感謝されたり、叱咤激
励を受けたりして、良い面・悪い面も含めスピーディ
に自分に跳ね返ってくる、そんな場所で働いてみたい
という若者が現れ始めています。人口減少が進む町で
は、そうした若者は期待され信頼されて、いろいろな
ことに挑戦し、強い手応えを感じているはずです。

フットワークの良さと広い人的ネットワーク

　彼らに共通することは、いろいろな人と出会って関
わりを持ちながら学んでいく「フットワーク」の良さ
と、広い人的ネットワークを持っていることです。し
かも、彼らの視野は、日本にとどまらず世界を見据え
ています。いま日本酒がヨーロッパでブームになって

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）数値は季節調整値

図３　都道府県別有効求人倍率（平成 26年 10 月：就業地別）
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いるそうですが、地域の資源や魅力を発掘し、海外と
結びつける――そうした試みを模索している若い人た
ちが出現しています。収入は都会時代に比べて大きく
減るかもしれませんが、給料の大半が家賃に消えてい
くような虚しさは一切なく、自然豊かな環境で子育て
ができる生活を重視しています。高速道路網が整備さ
れている現在、都会が懐かしくなれば気軽に行けます
し、宅配便やコンビニもあるので欲しいものは都会で
なくても手に入ります。

周到な準備で地方移住を計画

　もう一つ、彼らに共通することは、用意周到に準備
をして地方に移住しているという点です。いわゆる「Ｕ
ターン」「Ｉターン」と呼ばれる人たちで、都会生活
に疲れて地元に戻ってくるのとは違います。ベストな
タイミングで移住を実行するため、20代を計画的に
過ごす――例えば、自分の希少価値を最も活かせる地
域を探したり、その地域に信頼できる仲間を作ったり、
あるいは都会で働く間にマーケティングや営業力を磨
き人脈作りをしたり――、そうした準備がいかに大事
であるかを事例からも感じることがあります。
　そう考えると、学校や企業が養うべきは、若者が未
来を築いていくための「準備をする力」だと言えるで
しょうし、それがキャリア教育のなかで重要になって
くるのではないかと思います。

企業や教育機関に期待すること

　最後に、今までの話を踏まえ、企業や教育機関に期
待することを５点に整理したいと思います。
家庭生活も含めた視点でキャリア教育を
　キャリア教育を考える時、どのような仕事を選択し
ていくかに意識が向いてしまいがちですが、今の若い
人たちには、仕事は生活の一部分であり、家族との時
間を有意義に過ごしたいという気持ちが強まっている
ように思います。社会が成熟するなかでこうした価値
観が徐々に広がっているならば、仕事のためのキャリ
ア教育だけではなく、家庭生活や時には友人関係も含
めた広い意味で、より良いキャリアを歩んでいく力を
身に付けていくことが大事だろうと思います。
適切な情報の提供を
　２点目に、先ほど有効求人倍率の話をしましたが、
若者が地域で活躍するためには適切な「情報提供」が

欠かせません。本当に都会にしか仕事はないのか、地
域にもあるとすればどこでどう探せばよいのか、情報
が隅々まで行き渡るためのやり方は何か――こうした
観点から、真に必要な情報を提供していくことを考え
ていければと思います。
「ウィークタイズ」でつながる
　３点目として、若者が孤独を感じず、希望を持って
行動するには、やはり人とのつながりが非常に大切だ
ということです。社会学で「ウィークタイズ（weak 
ties）」＝「緩やかな絆」と呼ばれる用語があります。
世代や住む場所、人生経験なども違う人たちと緩やか
につながることで、生き方に発見や気づきをもたらし
てくれるのが「ウィークタイズ」です。今までは、や
やもすれば、同じタイプの人間との「強い絆」を大事
にする傾向があったかと思いますが、これからは、学
校や地域、企業、行政などの垣根を越えた交流や絆が
広がっていくことを期待しています。
個別的・持続的・包括的な支援を
　４点目は、地域で若い人たちが活躍するためには、
彼らを支えていかなければならない。そのために必要
なのは、「個別的・持続的・包括的」支援です。つまり、
一人ひとりの違いに寄り添いながら個々に対応してい
く。また、一過性・一時的ではなく、ある程度の時間
をかけて腰を据えて関わっていく。そして就職や仕事
だけでなく、教育や人間関係も含めた多角的な視点か
ら包括的に支援していくこと。「個別的」「持続的」「包
括的」というキーワードを、今後のキャリア教育・支
援のなかでどのように展開していくのかといったこと
も考えていければよいと思います。
「希望活動人口」の拡大を
　最近、人口減少や高齢化が進行して「地域の将来は
もうダメだ」などと悲観する人もいますが、大人が停
滞している限り、若い人たちが奮い立つことは難しい
でしょう。今、私たちは「希望活動人口」という言葉
を使っています。いろいろなことがあるけれど、地域
に希望を持って活動している人が少しずつでも増えて
いけば、そこからつながりができて、新しい生き方・
キャリアが実践されていくだろうと信じています。た
だ待つだけではなく、希望を持って活動していく人た
ち（希望活動人口）が広がるようなキャリア教育をこ
れからも考えて続けていきたいと思っています。
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若者の離職率――業種や職種によっても違いが

　若年者の早期離職については、よく「７・５・３」
という言葉を耳にします。就職３年目までに中卒の７
割が仕事を辞め、高卒は５割、大卒は３割が離職する
という意味です。図表１からも、大卒より高卒のほう
が、また男性より女性のほうが辞めやすい傾向が見て
とれます。この他の要因として、景気の影響も挙げら
れます。グラフを見ると、2004年から2008年にかけ
て、特に高卒男性の離職率が急激に下がっています。
一般的に、景気の良い時期に就職した人は、自分の希
望に近い会社に就職できるので離職しません。つまり、
リーマン・ショックが起きた2008年以前の比較的景
気が良かった時期は、就職しても離職せず、定着しや
すかったということが言えるでしょう。
　また、業種や職種によっても離職率に違いがあるこ
とが判っています。例えば、宿泊サービスや生活関連
サービス、娯楽業といった業種は離職率が比較的高い
ですし、事業所規模が小さいほうが離職率は高い。な
お、職種については、サービス職や販売職は離職しや
すく、事務職は一番離職しにくいという結果が、当機
構の最近の調査結果から得られています。

離職の要因は「長時間労働」「労働条件の
食い違い」「職場トラブル」
　今般、JILPTが実施したモニター調査「若年者の能
力開発と職場への定着に関する調査」についてご
紹介します。この調査の対象は、学校を卒業ある
いは中退して３年以上経った（９年までの）人で、
かつ正社員の経験がある人です。回答者のうち、
今も勤続している人と離職した人を比較して、ど
のような人が離職しやすいのか、離職にはどのよ
うな要因があるのかを分析しました。その結果、
「初めての正社員勤務先」において、多くの離職
者が経験したことの特徴として、①長時間労働、

②聞いていた労働条件と現実が異なる、③職場トラブ
ル、という３点が明らかになりました。例えば、離職
した人の週労働時間は、勤続者より平均約５時間長く
なっています。また、入社前に聞いていた内容と異な
る労働条件だったと回答した人は、男女とも離職者の
ほうが多く、なかでも「労働時間の長さ」が顕著でし
た（図表２）。さらに職場のトラブルについては、「残
業代が支払われなかったことがある」、「暴言、暴力、
いじめ・嫌がらせを受けた」、「会社から一方的に労働
条件を変更された」、「仕事が原因でけがや病気をした」
といったものが、離職者の経験率が勤続者より高く、
離職につながりやすいトラブルになっていることが分
かりました。

新人に必要なことは「承認」

　もう一つのポイントとして、教育訓練や職場のコ

早期離職の背景と離職後のキャリア
JILPT 特任フェロー　小杉 礼子

研究報告

女性 男性

入社前に聞いていた内容と異なっていた労働条件

週平均労働時間

資料出所：�厚生労働省「新規学卒者の離職状況」�
雇用保険の加入届から学歴を推計して離職率を算出

図表１　性・学歴別卒業後３年以内離職率の推移

図表２　
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ミュニケーションに対する離職者と勤続者の回答
（経験率）を比較してみます。教育訓練について
は、「指示が曖昧なまま放置され、何をしたらよ
いのか分からない時期があった」、「先輩社員と同
等の業務を初めから任せられた」という経験をし
た人は、離職率が高いことが分かりました。職場
が非常に忙しいと、「これやっておいて」みたい
な形でいきなり仕事を任されたものの、うまくで
きず自信をなくしてしまうという状況もあろうか
と思います。職場のコミュニケーションについて
は、自分のための「歓迎会」をしてくれた職場や、
他部署に自分を紹介してくれたという経験がある
人は辞めにくいという傾向が見られました。この
ほか、女性には、「分からないことがあった時に
自分から相談した」「自分から希望の仕事内容や
働き方を伝えた」「自分の働きぶりについて意見・
感想を求めた」という経験がある人のほうが離職
しやすいことが分かりました。これは女性のほう
が積極的だということではなく、そうした働きか
けを自分からしなければ周囲は何もしてくれない
ということを示しています。このように、新人に
必要なことは、まず、職場の仲間から受け入れら
れること（＝承認）だと言えます。今の若い人は、自
分の立ち位置や自分が他人にどう受け止められている
のかということを気にする傾向があるように思います。
ですので、職場のほうから働きかけて、「自分の居場
所はここだ」という感覚が得られるような経験を初期
にすることがポイントでしょう。

早期離職は安定雇用につながりにくい可能性も

　「初めての正社員勤務先」を辞めた直後の１年間の
状況を見ると、男性は６割弱が正社員になっており、
正社員以外の雇用形態で働いている人が約３割、働い
ていない人が約１割となっています。女性の場合は、
正社員が３割程度で、正社員以外の雇用形態が４～５
割、それ以外は非労働力化する人も結構います。調査
時点での状況を学歴別に見たものが図表３です。男性
の場合、現職で正社員になっている人は、大卒が約６
割に対して高卒は約４割と少ない。このように、高卒
の人が再就職しようする際、正社員の職が見つかりに
くい可能性があると言えます。
　次に、「初めての正社員勤務先」勤続期間別に、離

職後の状況を見てみます（図表４）。こちらも男性の
ほうが女性より傾向が明確になっており、１年以内に
辞めた人のほうが正社員比率は低くなっています。採
用側が「またすぐ辞めるのではないか」と危惧したり、
本人も当面は「トライアンドエラー」でいろいろなこ
とに挑戦してみようと思っているのかもしれませんが、
1、2年という短期で離職すると安定した雇用につな
がりにくく、その後のキャリア形成が難しくなる可能
性があります。
　さらに、「初めての正社員」での勤続期間によって、
転職後の現在の生活全般に対する満足度も異なりまし
た。男性のデータになりますが、勤続期間が「１年超
～２年以内」や「２年超～３年以内」の人たちは、半
数以上が現在の生活全般に「満足」「やや満足」と答
えた一方、「１年以内」では４割に届いていません。
これは、雇用の安定性や賃金、仕事のやりがいや職場
の人間関係といった職業生活に対する満足感について
も同じ傾向が見られます。

図表３　

図表４　

学歴別 現在の状況

男性

女性

学歴別 現在の状況

男性

女性

離職までの勤続期間別 現在の状況

男性

女性

離職までの勤続期間別 現在の状況

男性

女性

注：*１�高校卒には、高校、専門、短大、高専、大学中退を含む。
　　*２�大卒・大学院卒には大学院中退を含む。
　　*　��「正社員以外の雇用」は、契約社員、派遣社員、アルバイト・パート・非常勤の合計、「その他就業」

は「役員・自営・内職・家族従業員」、「非労働力、他」は「もっぱら家族の世話」「もっぱら勉強」
及び「いずれもあてはまらない」の合計である。
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早期離職は「職場に不満」など後ろ向き
の理由多い
　ここで、離職理由と初職（正社員）継続期間につい
て“多重応答分析”した結果をご紹介したいと思います。
厚生労働省が行った大規模な調査を二次分析したもの
になりますが、図表５は、離職理由をグルーピングして、
それらを継続期間別に分析したものです。離職理由に
ついて、大きく三つのグループがあります。図の左側
の丸で囲まれたものは、「人間関係がよくない」「ノルマ・
責任が重すぎる」といった職場への直接的な不満です。
右側のグループは、「責任ある仕事がしたい」「結婚・
子育て（＝結婚したのでより給料が高い仕事をしたい
という意味）」など、どちらかと言うとキャリアを伸ば
したい前向きな理由です。一方、上のグループは、「倒
産」「雇い止め」など、本人の意思に関わらず離職せ
ざるを得ないといった理由群です。この理由群と何年

目に辞めたかという関係を見たものが、図の
矢印で表されています。つまり、１年未満と
いう早期に離職した人たちは、職場に不満が
あったり仕事が辛いといった後ろ向きの理由
で辞めており、３年以上経ってから辞める人
たちは、キャリアアップで転職するなどの前
向きな理由で辞めていることが分かります。
ですので、１年未満で辞めるごく早期の離職
が一番の課題だと言えるでしょう。

再就職後は労働時間が大幅に改善

　先ほど、離職の最大の要因は長時間労働問
題だと指摘しましたが、再就職後の労働時間
について見てみます。図表６は、「初めての
正社員勤務先」を離職して再就職した人につ
いて、辞める直前と現在の週労働時間を比べ
たものです。男性の場合、週60時間以上の
人が33.6％いましたが、現在は「40～45時
間」が一番多く、再就職することで短い労働
時間にシフトしていることが分かりました。
　つまり、長時間労働を強いられるような過
酷な職場を辞めた人たちが、もっと普通の労
働時間の仕事を見つけて働いていると推測さ
れます。離職・転職は、キャリア探索として、
マイナスの面もあればプラスの面もあるとい
うことを強調したいと思います。

多様な生き方に触れるキャリア教育を

　最後に、企業や学校関係者に対して以下の五つをイ
ンプリケーションとして提示させていただきます。前
述のとおり、新人に必要なことは、まず「承認」され
ることです。二つ目は、長時間労働は会社を挙げて取
り組むべき課題だということ。三つ目は、労働条件の
理解に齟齬が起こらないために、正確な情報を発信す
ること。四つ目は、学校段階でワークルールの学習は
必須であり、さらにそれを自分の問題として理解でき
るような工夫が期待されること。そして最後に、転職
型のキャリアもあるという現実を伝えることです。つ
まり、エリート型だけでなく、社会には紆余曲折した
キャリアを送っている人も多くいるわけですから、そ
うした多様な生き方や選択肢に触れるキャリア教育の
実践を期待したいと思います。

図表５　

図表６　

資料出所：�JILPT資料シリーズ�No.171『若年者のキャリアと企業による雇用管理の現状：
「『平成25年若年者雇用実態調査」より』（2016）

早い離職ほど理由は
後向き：

３年以上勤続後の離
職では、男性はキャ
リアアップ、女性は
家庭重視など仕事以

外の要因。

男性

離職時期による離職
理由の違い

女性 男性

正社員で再就職者の「辞める直前」と「現在」の週労働時間
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　私は長らく労働行政で雇用・失業の問題に関わって
きましたが、宇都宮大学にキャリア教育・就職支援セ
ンター（キャリアセンター）が発足した10年前に本
学に移り、以後、キャリア教育と就職支援に携わって
おります。
　宇都宮大学は５学部（地域デザイン科学部、国際学
部、教育学部、工学部、農学部）、４研究科（国際学
研究科、教育学研究科、工学研究科、農学研究科）で
構成され、約5,000人の学生が在籍しています。

企業と学生の認識のギャップ

　まず、大学に来て非常に驚いたことは、経済社会の
変化の中で、人の働き方や働かせ方がかつてなく変化・
多様化しているにもかかわらず、そのことが学生や大
学に伝わっていないまま、アルバイト先や就職先を選
択して社会に出ているということです。もう一つ驚い
たことは、企業が求める人材像と学生の認識に大きな
ギャップがあることです。企業は即戦力を求めている
ので資格が必要だ――そう思い込んでいる学生が多い。
会社は新卒に対しては「人間」を見て採用していると
いうことが理解できていないのです。そして、就職内
定がゴールではないことも分かっていない。どうも、
社会で働いている大人の「当たり前の思い」――例え
ば、苦労して嫌なことがあったけれど、自分の成長を
実感したとか、世の中に役立っていると思える瞬間が
あるとか――、そうした思いが伝わっていないのでは
ないかと感じました。

キャリア教育の３本柱――労働問題の授
業、「キャリアフェスティバル」、入学時か
らのガイダンス
　そこで、まず、始めたことが三つ。一つは、自分た
ちが生きていく社会、とりわけ企業や働き方の実態を
正しく理解させ、関心を持たせることが重要だと考え、
初年度から労働問題の最新情報を丁寧に解説し、自分

のキャリア形成との関わりを考えさせる授業を開講し
ました。
　二つ目の取り組みが、世界で活躍している企業を招
き、シンポジウムや分科会で直接学生と語り合っても
らう「キャリアフェスティバル」という大きな行事を
全学生対象に実施したことです。地方の学生にとって、
関心はあってもなかなか触れ合う機会が少ない世界市
場で戦っている企業――地元で頑張っている企業も必
ず入れていますが、その本社中枢で経験を積み、会社
全体を見ているような立場の人から直接話を聞くこと
で、学生の視野を広げ、自分たちも羽ばたける可能性
があると実感してほしいと考えたからです。
　三つ目が、入学後の早い時期に、進路選択や就職活
動の意味、大学生活の送り方についてメッセージを送
る必要があると考え、新入生に対するガイダンスを実
施しました。これら三つの取り組みが宇都宮大学のキャ
リア教育の柱となり、改良を加え、さらにいろいろな
プログラムを増やしながら実践しているところです。

４年一貫のキャリア教育と手厚い就職支援

　宇都宮大学キャリアセンターでは、入学時から卒業
までの「４年一貫のキャリア教育」(実際は大学院生も
対象)をキャッチフレーズとして、低年次生中心の全
学共通のキャリア教育と、専門教育のなかでのキャリ
ア教育の充実・連携を図っています。専門教育のなか
でもきちんとキャリア教育を行うと謳っていますが、
実際は、そこが一番難しいところだと感じています。
　それから、本センターは「手厚い就職支援」も標榜
し、面接練習やＳＰＩ対策、業界・企業研究など様々
なセミナーを開いたり、未内定者には、最後はキャリ
アセンターの職員が１人ずつに電話をかけて個別相談
にのり求人開拓などもしながら就職に結びつけます。 
　キャリアセンターは、名前の通り全学のキャリア教
育と就職支援を一体的に行う組織で、教育・学生担当
理事をセンター長とし、専任教員と職員、キャリアア

宇都宮大学の実践とそこから見えるもの
宇都宮大学キャリア教育・就職支援センター

副センター長、教授　末廣 啓子

事例報告①
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ドバイザー、各学部からの協力教員から成っています。
専任教員は大学全体のキャリア教育の体系づくりや学
内外のコーディネートも担っています。また、大学は
縦割り組織なので、各学科の若手の教員が参加する
ワーキンググループをつくり、意見交換やコンセンサ
スを図るという活動を続けています。
　前述の「４年一貫のキャリア教育」については、
2011年度から、各学部で「導入キャリア教育」を必
修化しています。当面、各学科で行う必修の初期導入
科目のなかで、当該年度の担当教員が、その学問の社
会的意義や先輩の生き方なども含めて導入キャリア教
育を２コマ教えるというやりかたです。毎年キャリア
センターでは担当教員向けの研修をし、結果報告に基
づくフィードバックとさらなる働きかけを行っていま
す。こうした取り組みは非常に大変ですが、数年続け
ていくうちに、結果的に少しずつ学部教員のキャリア
教育への理解が進んできていると感じています。

「自信がない」「議論しない」「失敗を恐れる」
――傾向として見られる今の学生たち
　今の学生に対して感じることは、一般的な傾向とし
て、自信がない、失敗をとても恐れるとか、チームワー
ク、コミュニケーションが苦手な学生が増えているこ
とです。また、一番気になるのは、総じて、議論や批
判をしないこと、理不尽な相手に対峙するという姿勢
が乏しいことです。ブラックバイトが問題になってい
ますが、経営者の理不尽な要求について、労働法制度
の知識不足もあると思いますが、「辞めると経営者や
仲間が困る」という学生さえいて驚きます。
　その背景として見えることは、マニュアルや親の指
示で育ち、自ら考えて対処するという経験をしないま
ま大学生になってしまったのではないかということで
す。また、自ら工夫して遊んだ経験が少ないと、遊び
の中で身に付くはずの他者理解や他者との距離の取り
方、関係構築が難しくなってしまうのではないかと思
います。そして、ネットの時代に育ってきたので、Ｓ
ＮＳの世界を信じる一方、リアルなものに触れにくい
世の中になっています。彼らの育った時代は経済の右
肩下がりの時代とも重なりますが、相対的には豊かな
社会で生まれ育ってきたとも言えるでしょう。
　こうした時代において、進路選択や就職活動に向き
合う学生たちのなかには、入学時から就職への不安に

駆られる学生や、就活で心が折れてしまう学生もいま
すし、安定志向で公務員を希望する者も多いです。
　情報があふれるなか、リストラやパワハラ、ブラッ
ク企業などの情報に触れて、多くの学生が不安を抱え
ていますが、ＳＮＳ頼りでその情報をうのみにしてさ
らに不安を抱えることとなる。一方、前述したような、
仕事は大変だけどやりがいや誇りもあるというような
働く人の「当たり前」の感覚は伝わりにくいのです。
特にこの数年、女子学生の両立への不安や専業主婦願
望の傾向が散見されるため、仕事と家庭の両立セミ
ナーを開き、したたかに両立している卒業生を招いて
触れ合う機会を設けたりしています。

宇都宮大学のキャリア教育の目指すもの

　本学のキャリア教育では、今までお話ししたように、
生き生きとした現実・事実を伝え、見て、感じてもら
い、正しい現実理解と広い視野を持たせること、そし
て、社会を変えるのは自分たちだという意識も含めた
主体性と起業家精神を育むことを目指しています。そ
のためのベースとして、経済や企業経営の動向、産業・
職業、働き方の多様化など、働くことに関わる問題の
正確な認識と、身を守る術としての労働法制度を理解
することが重要です。それに手厚い就職支援が一体と
なって、初めて良い進路選択、さらに職業生活につな
がっていくと考えています。
　実施にあたっては、教員と職員が一体となり、産業
界や行政、ＮＰＯ等の協力を得ながら連携して取り組
んでいます。また、内定した学生が自主的に後輩たち
の就職活動支援を行う「就活応援団」など、学生の力
を活用した取り組みも進めています。

自分たちで自分たちの社会をつくっていく
――主体的な意欲を引き出すことが重要
　具体的な目標として、次の五つを掲げています。①
多様な働き方の中から選択する力を付ける、②社会人・
職業人として必要な基本的な能力を身に付ける、③働
くことや職業、社会と自分との関わりを考える。さら
に、その社会を担い、貢献し、変えていく存在として
の自分を認識する、④身を守る術としての労働者保護
の法制度・対策、労働組合等を理解する、⑤自分の望
む職業生活へ至るステップや情報へのアプローチを理
解する――。大切なことは、習得した知識をどう活用
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するかということで、これら五つの目標は全てそこに
つながっています。当初、労働に関する問題について
の話をすると評論家然と「対策を講ずべきだ」とコメ
ントする学生もいましたので、自分たちで自分たちの
社会をつくっていくという主体的な気持ちや意欲を引
き出すことが非常に重要だと感じながら、日々取り組
んでいます。
　実践例として、講義や演習のほかに、生身の職業人
との直接対話や、企業を招いたパネルディスカッショ
ンへの参加、労働組合による講義、身近なフリーター
へのインタビュー、自分にとってのキャリアモデルへ
のインタビューと議論など、いろいろなプログラムを
展開しています。

長期インターンシップと起業家教育の取り組み

　取り組み開始から数年が経過し、一定の成果があっ
たと感じていましたが、学生にはいまだに、議論しな
い、コミュニケーションが足りない、失敗を恐れる、
リアルな企業人と触れ合う機会が少ないといった傾向
が見られました。
　そこで、2013年度から二つのプログラムを導入し
ました。一つ目は、夏休みを中心に長期間、チームで
企業に関わる「課題発見・解決型インターンシップ」
です。企業でしっかりインターンシップ体験をした後、
自ら課題を発見し、何度もやりとりを重ねた後、最終
的に企業に解決提案をするものですが、私たちの想定
以上に、学生が苦労していくなかでめざましく成長し

ていくことが分かりましたので、今後も続けていきた
いと考えています。二つ目は、「起業の実際と理論」
というキャリア科目授業を宇都宮市と連携して実施し
たことです。市民受講者と学生がチームを組み、市内
の企業家も多数参加しています。起業を身近なものと
して感じ、生き方や働き方の一つの選択肢として認識
する。そしてアイディアを形にする体験を通じて、起業
に限らず様々な場面で求められる起業家精神を養うこ
とを目的としています。今年度は40人近い学生が参
加し、にぎやかなクラスになりましたが、こうしたこ
とを積み重ねていくことが大事だろうと思っています。

キャリア教育に必要なこと――全学を挙
げての取り組みと産官学の連携も重要に
　先ほど来、キャリア教育には労働問題の理解が不可
欠だと申し上げてきましたが、自己分析が必要ないと
いう意味ではありません。業界理解や個別の課題にと
どまらず、それらの背景には、社会・経済・政治や人々
の意識・行動のダイナミックな動きがあり、その社会
の一員としての自分の存在を認識し、社会を支え、変
えていくのは他ならぬ自分たちであるというところま
で思い至ることが重要なのだと思います。実際、受講
後の学生からは、「社会が自分たちのために変えてい
けるものだということが分かった」、「様々なことに対
し自分で考え調べることの大切さがわかった」という
感想も綴られていました。
　この10年、キャリア教育に携わってきましたが、
改めて感じることは、キャリア教育とは教育そのもの
だということです。すなわち全学を挙げて初年次から
体系的に取り組むべき課題です。また教える側の問題
としては、個々の教員でなく、いかに学校に知識・経
験・ノウハウを蓄積するか、教える人材をどう育てる
のかという課題があります。そして、社会全体で考え
ることの必要性も強調したいと思います。いま、教育
機関だけでは担いきれない問題までも「キャリア教育」
は抱え込んでいるのではないでしょうか。安心して生
き生きと働き続けられる雇用の場の確保やケアの必要
な人に対する支援などの問題は重要です。そのうえで
改めて、産官学の連携の重要性に目を向けて、学生と
企業がもっと互いに理解し、変わりつつある時代に対
応した関係になっていくことを期待したいと思ってい
ます。
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　はじめに、高校と言っても幾つか区分があり、栃木
県の場合、普通科に通う生徒は全体の約６割、商業科
や工業科などの専門高校に通う生徒は約３割、そして
１割が普通科目と専門科目の両分野を学ぶ総合学科に
通っています（図表１）。
　昨年、栃木県の高校を卒業して就職した生徒は約
4,000人で、そのうち普通科の生徒が1,100人含まれ
ていました（図表２）。専門高校と違い、普通科の生
徒のほとんどは職業訓練を受けないまま、就職してい
くのが現状です。
　インターンシップを実施している学校は、専門高校
23校、普通科・総合学科が９校で、実施しないのは
51校ですが、インターンシップを経験している高校
生は、県内高校生総数の９％しかいません。

キャリア教育の現状――進まない要因と課題

　多くの高校では、キャリア教育を総合的な学習の時
間３単位や特別活動の中で実施していますが、専門高
校では課題研究という科目に代替できることになって
います。その科目は、１年を通して自分たちで課題を
見つけ出し、解決に取り組むというものです。一例を
挙げると、宇都宮商業高校では、「モロバーガー」と
いうモロ（ネズミザメの切り身）を使ったハンバーガー
を生徒が考案し、企業の方にも入っていただき商品化
することになりました。現在も上河内サービスエリア

で売り出していますが、売上げが150万円を突破して
います。このような実際の社会と関わりのあるキャリ
ア教育の実践も取り入れています。
　ただし、一般的にキャリア教育が進んでいるかと言
えば、現状は必ずしもそうとは言えないのではないか
と思っています。学校という組織は、トップの判断で
動きます。校長がやらないと言ったら、教員は動けま
せん。教員は全ての決裁を校長に持っていきますが、
例えば、キャリア教育を実践したいと考えても、「事
故があったらどうするのか」「保険はどうするのか」
などと指摘されるかもしれません。外部の企業の人を
呼ぶといっても容易なことではなく、しかも予算はほ
とんど出ない――。教員の負担感、保険費用、人材の
問題などを考えても、なかなか進まない要因が幾つも
挙げられます。

起業家教育の重要性と深刻な人材流出

　前述のとおり、インターンシップの参加は非常に低
い状況です。普通科高校では大学進学に主眼を置いて
いますので、キャリア教育を必要と思っても時間を確
保できないのが現状です。高校側は、大学で社会人に
なるためのキャリア教育をやってくれると考えている
ようですが、宇都宮大学のように様々なキャリア教育
のプログラムを展開したり、起業家精神を養っていこ
うとする大学はまだまだ少ないのが現状です。起業家

栃木県におけるキャリア教育
――高校の現状

宇都宮商業高等学校校長　杉本 育夫

事例報告②

普通科, 11235

農業科, 738

工業科, 1938

商業科, 1575

水産科, 20
家庭科, 642 総合学

1154

２８学校基本調査より

科, 

福祉, 86 その他, 166

栃木県高校生課程別人数平成２８.３卒

普通科, 1109

農業科, 430

工業科, 1268

商業科, 796

福祉, 44

水産科, 15 家庭科, 220

その他, 49 総合学科, 167

栃木県高校課程別就職者（正非）人数
平成２８.３卒

２８学校基本調査より

図表１ 図表２
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教育を取り入れている学校がほとんどないことが、栃
木県に本社、本店が少ない所以かもしれません。
　余談になりますが、以前、県内の高根沢高校の生徒
たちと一緒に「焼きちゃんぽん」を考えて売り出した
ところ、関東一円のコンビニのローソンで、１カ月で
4,600万円を売り上げました。ところが「学校は儲け
てはいけない」ということで、高根沢町と栃木銀行と
高根沢高校で包括連携協定を結び、そこから生徒たち
の活動資金を得ることができました。生徒たちは大変
勉強になったと言っています。
　それから、栃木に起業家が少ないということと関連
し、人材流出の問題を指摘したいと思います。栃木県
では、毎年約１万人の若者が大学に進学しますが、地
元に残るのは約２～３割。7,000人は県外に出ていっ
てしまいます。そのうち栃木県内に戻ってくるのは
2,000人強ですから、ほぼ5,000人の若者が毎年、県
から流出していることになります。これは非常に深刻
な問題だと捉えています。

宇都宮商業高校のキャリア教育

　図表３は宇都宮商業高校のキャリア教育の導入の事
例です。基本的に例外なく、インターンシップに全員
が参加します。体験した後、振り返りを行いますが、
生徒が成長していると実感します。様々な活動を通じ
て、自ら動き、挑戦するようになりましたし、自分の
行動に自信と責任感を持つようになりました。また、
ボランティアや地域貢献への参加者が多くなり、地域
からの評価や信頼も寄せられるようになりました。生
徒会や部活動が活発になると、リーダーも出てきます。
服装や挨拶に自主性が出てきて、働くことへの関心や

意欲も高まりました。とくにインターンシップでは、
苦労することもあるけれど、自分たちで考え挑戦する
という機会が多いので、非常に効果的な取り組みとし
て今後も続けていきたいと考えています。
　企業の採用担当者が本校を訪れる際、よく「野球部
の生徒をください」と言われます。挨拶や返事をきち
んとする習慣がついているからということですが、
キャリア教育を導入してからは、他の生徒たちにも挨
拶はもちろん、服装や態度にも変化が見られました。
本校には1,000人近く生徒がいますが、風紀の乱れは
ありません。よく挨拶もしますし、生徒が街に出ても
安心しています。つまり、生徒にいろいろな体験や経
験、将来起こるであろうことを想像させて、自信と誇
りを持たせるように導いていけば、子供たちは成長す
ると信じています。こうした取り組みを始めてから、
本校では就職・進学や資格取得の実績も右肩上がりに
なっています。とくに資格取得（合格率）は全国一を
達成し、この数年トップにいます。

行政や企業に求めること

　今までキャリア教育の現状や本校の取り組みについ
てご紹介しましたが、今後もキャリア教育を推進して
いくためには、やはりトップの判断が重要であるとい
うことを重ねて強調したいと思います。トップ、つま
り教育委員会をはじめとする行政や学校長が動かない
と、学校は動きません。教員の意欲を後押しするよう
な支援や働きかけが必要だと思います。また、キャリ
ア教育の先にある就職の問題を考える時、企業の側に
も、若者が離職しないで定着しやすい職場の環境づく
りや、社会を担う人材の育成に向けた努力をお願いし
たいと思います。

キャリア教育の導入宇商

部活動の奨励

企業と連携事業の展開

２年全クラスインターンシップ

ボランティア活動の活性化

異年齢者との交流

高等教育機関見学

学校教育活動全体図の中に位置づける

体験や経験をさせ考えさせるしかない
（成功体験、失敗体験、自己肯定感、）

マナー指導、面接指導徹底

民間講師招聘授業

キャリアについての講話

資格、検定試験受験の奨励
起業家育成事業

先輩からのアドバイス

３年全員プレゼン学習実施

図表３
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　当社はもともと、電設資材・制御機器などの販売を
行う商事会社でしたが、工事も手がけるようになり、
現在は再生可能エネルギー発電設備工事などの施工部
門が大きく成長しました。約５年前、一部のグループ
が発案した太陽光発電所の建設に投資したところ、今
では投資額の20倍ほどの売上げを誇っています。こ
のように、当社は「常に時代に対応し、新たな価値を
創造し続ける」ことを経営理念としています。

管理職などの人材不足が経営課題に

　現在、当社が抱える経営課題を３点ほど挙げますと、
まず、商事部門（31店舗）での多店舗展開を図るた
めの管理職が不足していることです。だいたい30代
半ばから40歳の間に管理職となり、支店や営業所で
10人くらいの社員の管理を行います。次に、現場の
職人を管理する施工管理職（いわゆる現場監督）の不
足です。２～３年目でその役割を与えることが多いの
ですが、施工管理職として
育つ前に辞めてしまうと
いったケースもあります。
そして、商社としては十分
ですが、施工会社としては
高度の有資格者が不足して
います。入社前に資格は必
要ありませんが、当社では、
会社に入ってから資格を取
得してもらうため、意欲の
ある人材を求めています。
商事部門にある電設部門で
は、全員が電気工事士の資
格を取ってもらうという施
策も打ち出しています。で
すので、「専門外だから興
味がない」といった姿勢で
学生時代を過ごしてしまう

と、当社のような変化に対応していく会社・職場では
難しい場面も出てくるかと思われます。

スキルマップを活用した人材育成

　先ほども申し上げたとおり、施工管理職の離職が多
いという問題がありましたので、現在はスキルマップ
を作成・活用しています。図表１のとおり、新入社員
から２年後、４年後、６年後（高卒の場合は１年後、
２年後、５年後、７年後）というように、スキルマッ
プに沿ってトレーナーが教えるという形でＯＪＴを実
施しています。ただし、「まだ若いのにこんな仕事ま
でしなくてはならないのか」といった意見もあり、施
工管理職の育成は今もなお課題になっています。
　一方、管理職の育成については、マネジメント力だ
けでなく、部下も巻き込んで目標達成のプロセスをど
のように構築していくかといったものを管理職に求め
ています。そのためには、研修で計画を立て、実施し、

項目
ステージ１
（新入社員）

ステージ２ ステージ３ ステージ４

大卒実績年数 1年後 ２年後 ４年後 ６年後

短大専門卒実績年数 1年後 ２年後 ４年後 ６年後

高等学校卒実績年数 1年後 ２年後 ５年後 ７年後

人材像

・�レベル・トランシットを
使い、点検ができる
・�工程の流れが理解でき、
週間工程表が作成できる
・�安全書類が作成できる
・�指示された写真を適切に
撮影できる
・�指示された業者手配を適
切にできる

・�目的を理解し、検査に対
応できる写真が撮影でき
る

・�工程及び手配内容を理解し、
業者手配ができる

・�システム建築１億円以下
の施工管理ができる

・�木造建築２千万円以下の
施工管理ができる

・�システム建築２億円以下
の施工管理ができる

・�木造建築４千万円以下の
施工管理ができる

・�鉄骨建築１億円、ＲＣ造
６千万円以下の施工管理
ができる

資格
必須

大卒
２級建築施工管理技士（指
定学科卒業後、１年以上の
実務経験を有する者）

１級建築施工管理技士（大
学において指定学科を卒業
後３年以上の実務経験）

短大専門学校

・�２級建築施工管理技士（指
定学科卒業後、２年以上
の実務経験を有する者）

１級建築施工管理技士（短
大・高等専門学校において
指定学科を卒業後実務経験
５年以上or２級施工管理技
士合格後５年以上）

高等学校卒

・�２級建築施工管理技士（指
定学科卒業後、３年以上
の実務経験を有する者）

●参考
１級建築施工管理技士（高
等学校卒業後１０年以上or
２級施工管理技士合格後６
年以上）

共通
高所作業車運転技能講習修
了証

共通 玉掛け技能講習修了証

求める人材と教育制度
藤井産業株式会社取締役総務部長　大久保 知宏

事例報告③

図表１　施工管理職者の育成――スキルマップの活用
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報告して再計画するとい
う「ＰＤＣＡ研修」を１
年半かけて行っています
（Plan：最初の研修で
行動計画を策定する、
Do：３カ月間実施する、
Check：３カ月後に報
告 し 計 画 を 見 直 す、
Action：見直し計画に

基づき実施する）。

学生に求めること――「三つの歯車」と「長
期の視点」
　学生に求める人物像について説明する時、よく使う
ものが「三つの歯車」（図表２）です。論理的に「考え」、
その論理の根拠に「気づき」、その結果を正しく「伝
える」という意味です。三つのうち、どれか一つでも
止まってしまうと伝えることができなくなります。思
考停止の指示待ち状態に陥らないためには、常に考え
ることをやめない努力が必要です。そしてアンテナを
高くする――。そんな学生に来てもらいたいと思いま
す。ただ最近の学生を見ていると、短い期間で考え過
ぎているように見受けられます。就職というものは、
もっと長期の視点で考える問題ではないでしょうか。
先ほどのスキルマップにもありますが、３年後に一人
前、５年後に一人前と考えれば、５年くらいの期間で
仕事を考えるような教育をしていただければ、企業と
しても助かります。その間は無理して引き止めなくて
もいいわけですし、３年や５年はじっくり腰を据えて
その仕事について考えてくれる、そのような学生に
育ってほしいと思います。

内定者研修――仲間をつくり議論する

　当社の内定を受けた学生には、入社前年の10月に
内定者研修を行います。これは宇都宮大学の課題解決
型インターンシップに似ているところがありますが、
まず学生に一つのテーマ――例えば、インターンシッ
ププログラムの企画立案だったり、藤井産業を表す採
用ツールの作成など――を与えます。そして個人ワー
クを行った後、参加者全員で発表・投票して、上位の
アイディアを決定するコンテストを開きます。そして
上位四つ程度のアイディアやテーマについて、グルー

プに分かれて作りこんでいく――。こうした一連の流
れを10月から半年かけて行い、２月のプレ発表会で
最優秀賞を決定、３月に取締役の前で発表します。
　このプロセスを通じて、内定の段階から仲間づくり
をしていきます。仲間づくりといっても、初期に仲間
を理解する時間を十分つくるグループは評価が高く、
その時間をつくらないグループは結果的に評価があま
り芳しくない。「今の学生は議論しない」と言われま
すが、どうやって仲間づくりをしていくのか、また問
題解決のために仲間とどう議論していくかということ
が、内定者研修の最大のポイントです。成果物で評価
することになりますが、成果物の完成までのプロセス
を研修参加者には大切してもらいたいと考えています。

入社後のサポート研修で離職率低下に

　新入社員に対する研修は、図表３のように、入社後
３年目まで、毎年５月と11月に繰り返して研修を行っ
ています。そうすることによって、いま自分がどのよ
うな状況なのかということを知ってもらいます。現場
に配属されると、周囲は忙しくて必ずしも新入社員が
フォローされていないこともあります。したがって、
そこは総務がきちんとフォローする。

図表３　入社後のサポート研修
4月1日� 　配属
4月� 　安全運転研修
5月� 　フォロー研修（面談）
11月� 　フォロー研修（計数研修・面談）
翌5月� 　二年目コミュニケーション研修
翌11月� 　二年目計数研修（ＰＤＣＡ・面談）
翌々5月� 　三年目コミュニケーション研修
翌々11月　三年目計数研修（ＰＤＣA・面談）

　最後に離職率をご紹介しますと、過去５年間で累計
115人採用していますが、１年以内の退職者は５名、
離職率は4.3％です。これには前述の教育・研修制度
が功を奏しているものと思われますが、その他にも、
面倒見のよい管理職がいて、彼らが自分の問題として
部下の問題を解決する――。そんな姿勢を感じている
からこそ、低い離職率になっているのではないかと考
えています。
　繰り返しになりますが、学校教育に対しては、短期
で物事を考えすぎない、長い目を持った学生になるよ
うな教育を求めたいと思っています。

伝え
る

気づく

考える

図表２　求める人物像
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　当社はもともと松谷製作所という社名でしたが、
20年ほど前に海外へ進出した際、現地の人が発音し
やすいように現在の社名に変更しました。事業内容は、
主に手術用の消耗品などを中心とする医療機器を製造
しています。日本の事業所は栃木県内に本社と工場が
あり、280人ほどの従業員が働いています。海外のグ
ループを含めると、全体で従業員数3,400人弱を擁し
ています。このうち約2,600人がベトナムの工場で働
いており、その他にはミャンマー、ラオス、北京に事
業所があります。また2015年にドイツの会社を買収
したので、その従業員も含まれています。このように
海外に展開してグローバル化しているように見えます
が、基本的にオペレーションは日本語で行っています。
ただしドイツ企業が傘下に入ったので、現在、社内で
英語を勉強しているところです。

「世界一の品質でなければ世に出さない」

　当社は1959年の設立ですが、「世界一の品質でなけ
れば世に出さない」という強い信念を持ち、製品を世
に送り出してきました。今後のビジョンと課題として
は、常に「世界一の品質」をベースにして、①持続的
な 成 長（２ 桁 成 長） の 確 保 と、 ②「営 業 利 益 率
40％」への回帰の実現に向け、引き続きその基盤を
構築していくことです。先ほど手術用の消耗品を製造
していると申し上げましたが、例えば、手術用の縫合
針やナイフ、歯を削るダイヤバー、歯の神経を抜く時
に使用するリーマ・ファイルなど、中には６割ほどの
シェアを誇っている製品や、従来の手術時間を劇的に
短縮させた製品もあります。現在、メーカーとしては
比較的高い営業利益率を維持していますが、この先も
質の高い製品をつくっていくためには、人に投資する
必要があると考えています。
　当社の場合、製品開発にはだいたい５年から10年
ほどかかります。そのため、目新しいものに興味が移
りがちな人よりは、社訓にもなっている「熱心に粘り

強く」一つのことに打ち込めるタイプの人間が向いて
おり、新卒採用では特にその点を意識して活動してい
ます。

グローバルに制度を適用して人材育成を

　今後も世界一の品質を達成・維持していくため、人
事制度に関して言えば、グローバルに適用して人材育
成・キャリア開発を進めていく必要があると考えてい
ます。人材育成にもPDCAのサイクルがありますが、
当社の場合は「Ｃ」の部分が弱い。例えば評価結果の
フィードバックです。そのため、評価基準を整備し、
上司が評価結果をきちんと説明できる基盤や仕組みを
構築していく必要があり、その仕組みの中で上司・部
下がコミュニケーションをとり、社員が10年先の成
長や自己実現をイメージできるような運用を図ってい
きたいと考えています。また、グローバルに適用して
いくため、現地法人社員が理解できるように簡素化し
て分かりやすいものを作っていくこと、そして目標や
課題にチャレンジするマインドを醸成し、期待できる
人材の処遇向上を図っていくことを目指しています。

評価・育成の「道しるべ」を活用する

　人事の諸制度の関係を表したものが図表１になりま
す。「採用・配置」、「評価・処遇」「報酬」「キャリア
開発」という四つの柱を構えています。つまり、採用・

人事諸制度の考え方・方向性
マニー株式会社人事総務部長　柿沼 幸弘

事例報告④

評価・処遇制度

報酬制度

キャリア開発制度

役職・資格制度

能力評価制度

業績評価制度

管理職）年俸制度

一般職）給与制度

賞与制度*

SP制度**

自己申告制度***

教育訓練制度
注釈）
*賞与：能力／業績の評価を分け、能力評価は昇給へ、業

績評価は賞与へ反映

後継者を人選し育成する制度
***会社・上司の期待と、社員個々人がどうなりたいか（自

己実現）をすりあわせ、キャリア開発を行う

**SP制度：Succession  Planの略。執行役・部課長ポスト等の

採用・配置制度

中途・新卒採用

マッチング

人事制度改定の範囲・方向性（全体像）
図表１　人事制度改定の範囲・方向性（全体像）
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配置した後、評価・処遇をして、それを基に報酬で応
え、キャリアアップにつなげていくというサイクルで
す。今は、まず社内の人間の成長を図っていくため、
採用・配置を除く三つの柱を一体として制度設計でき
ないか検討しているところです。
　その成長を加速させるための評価ツールとして「共
通評価基準」（図表２）――堅苦しい言葉なので「成
長の道しるべ」など他の言葉に変えたいと思っている
のですが――の策定を検討しています。当社にも企業
理念や社訓、行動規範やビジョンなどといった全社員
が共有して堅持すべきものがありますが、その中から
選んだもの、すなわち、「顧客志向」、「世界一品質追
求への継続した自己開発（成長・学習意欲）」、「IPC
（Integrity＝ 誠 実 さ、Passion＝ 情 熱、
Communication＝コミュニケー
ション）」――これら３点を共通評
価基準として位置づけようと考えて
います。
　もう一つの評価のツールとして、

「役職等級評価基準」があります（図
表３）。まだ案の段階ですが、図表
の役職等級のＡからＥは、部長、課
長、アシスタントマネージャーと
いったイメージで描いています。そ
れぞれの役職等級においてどのよう
な能力が必要とされるのか、社内の
委員会で議論して作成したものです。
つまり、ある役職に就くためにはど
のような能力を具備していなければ

ならないのか、一目瞭然になります。そしてそ
の能力を具備しているとはどのような状態を指
すのか、また、どのような行動や貢献をすると
具備しているとみなされるのか――こうした評
価基準は、別表として作成しているところです。
　このほかに、いわゆる専門スキルの「スキル
マップ」があり、前述の「共通評価基準」「役
職等級評価基準」と併せた三つを「評価の道し
るべ」または「育成の道しるべ」として活用し
ていく予定です。

「熱心に粘り強く」――新卒に求め
るもの

　先ほども申し上げましたが、新入社員に期待するこ
とは、頭の良さや論理的思考ができるかどうかという
ことよりも、熱心に粘り強く一つの仕事に打ち込める
かどうかを重視しています。新製品開発を例に挙げれ
ば、５年から10年かけて世に出すので、その過程で
発生する様々な問題を自ら一つひとつ解決していかな
ければならず、そうした粘り強い人間を求めています。
入社後のキャリア教育では、前述の役職等級評価基準
やスキルマップなどに則り、OJTをはじめ社内で育
成していくので、新卒採用の際は「熱心で粘り強い」
人材かどうかをポイントに面接しています。

図表２　能力評価例１：共通評価基準（案）

図表３　能力評価例２：役職等級評価基準（案）

企業理念
患者のためになり、医師の役に立つ製品の開発・生産・提供を通して世界の人々の幸福に貢献する

社訓・経営基本方針
科学する心で熱心に粘り強く・順法精神と独創技術を持ち将来利益を確保する

顧客：世界一の品質を世界のすみずみへ・
社員：熱心に粘り強く仕事する文化、上位職ほど謙虚でよく働く文化、真実を語り合う文化

I.P.C.

ビジョン
・多様性を強みとするグローバルな医療機器メーカー
・常に世界一の品質を追い求める
・先進国市場で新製品を上市し続ける

営業基本方針

行動規範

I：Integrity（誠実さ） P：Passion（情熱） C：Communication（コミュニケーション）

・自社製品の普及を通じて、新興国の医療レベ
ル向上に貢献する

・従業員一人一人の「自己実現」を支える

①
共通評価基準：

②
顧客志向
世界一品質追求への継続した自己開発（成長・学習意欲）

③

能力評価例１：共通評価基準（案）

Integrity（誠実さ）、Passion（情熱）、Communication（コミュニケーション）

3

・マネジメント／業務遂行／セルフコントロールの３分類で、役職等級に応じ必要な能力を明記し、人事がレベリング機能を果たす。
・上位職を補佐し昇進後即戦力となるように一部の能力を指導職にまで拡大した（◎：主たる等級、○：一部を担うか習得の段階）。

分
類

評価項目 役職等級概要 備考

A B C D E

◎ ○ 課長補佐は就業管理と評価をサポート

◎ ○

◎

◎○

○ ◎

○◎

○◎ ○

◎○ ○

○ ◎ ○

○ ◎ ○ ○

◎○

○

変革性を含む

課長が設定できるよう部長が指導

課長が部下育成できるよう部長が指導

ﾁｰﾑﾜｰｸ構築力を課長補佐で学び始める

労務管理に準ずるが部長責任で行う

労務管理の基本として課長補佐で習得

責任を負うので課長を主とする

将来は課長補佐を主としたい

◎ ○ 課長が課長補佐を指導する

○

労務管理

理念の浸透力

戦略策定

目標設定

人材育成・活用

チームビルディング

組織運営

傾聴力

意思決定・決断力

説得力・折衝力

企画提案

◎ ○

○ ◎ ○

指導するには事実に基づき行うこと

計画立案とセットで対応する能力である

○ ◎

計画立案

状況把握

要因分析・対策提示

進捗管理 ○

○ ◎ ○

計画チェック能力を有し計画立案へ

立てた計画を説明できること

○ ○ ◎ ○

○ ◎ ○ ○ 管理職候補として必要な能力である

○ ◎

プレゼンテーション

目標達成意欲

ストレスコントロール

主体的行動 ○ 担当職の手本・見本となること

能力評価例２：役職等級評価基準（案）

法律・規則等を基に部下を指揮命令する

理念や共通評価項目などを組織へ浸透させる

会社の戦略策定に関与し組織を動かす

ビジョン・戦略に則った年度目標を設定する

部下のキャリアを考え、能力開発を促す

チームをやる気にさせ目標達成へ導く

後継育成も含め将来像を描き組織を導く

各種情報には素直に耳を傾け真意を組む

必要なタイミングで決断し責任を負う覚悟がある

必要な相手から同意を得る交渉力がある

自部署の枠を超え課題・問題の解決提案を行う

整合性のとれた実行可能な計画を立てる

事実を基に現実・現状を整理して把握できる

要因を考え抜き真の原因を突き止めて対策する

マイルストーンを設け計画との乖離を把握する

ロジカルな説明で聞き手の理解・共感を得る

困難を乗越え阻害要因を排除し目標を達成する

プレッシャーや批判にも冷静に対処できる

他責にせず自ら積極的に業務を遂行する


